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各地方本部と地方公共団体が協定を締結し、地方公共団体が実施する「あん

しん賃貸支援事業」等の居住支援事業に協力し、会員業者に協力店登録の啓

発等を行うことにより、高齢者、障がい者及び外国人等の入居差別解消に努

め、不当な差別を撤廃した適正な不動産取引を推進しています。

全日本不動産協会による取組み

～不動産取引における不当な差別の撤廃に関する啓発活動～

地方本部ごとに地方公共団体等と連携し、広報誌やパンフレットの配布、又

は研修会の実施等を通じて、広く宅地建物取引業者に対し、不動産取引にお

ける基本的人権の尊重の重要性に関する啓発活動を実施しています。
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（令和元年度事業報告より）



（令和2年3月31日時点）

主なあんしん賃貸支援事業等（居住支援事業）の協定等の締結状況

２

本部名 締結日等 協定の名称

北海道 北海道あんしん賃貸支援事業実施協定

青森県 H27.9.4 青森県居住支援協議会

岩手県 H20.2.1 岩手県あんしん賃貸支援事業実施協定

宮城県 H18.9.1 仙台市民間賃貸住宅入居者支援制度の円滑な運用に係る協定

H22.10.8 仙台市借り上げ支援住宅の円滑な実施を図るための協力に関する協定

H26.1.10 宮城県居住支援協議会

H27.8.31 みやぎ移住・定住推進県民会議

秋田県 H27.12.1 秋田県居住支援協議会（会則）

山形県 H21.1.5 山形県あんしん賃貸支援事業実施協定

福島県 H25.7.24 福島県居住支援協議会

茨城県 該当なし

栃木県 H26.7.18 栃木県住生活支援協議会　会則

H27.9.8 とちぎ「あんしん賃貸支援事業」実施要領

群馬県 H23.3.16 群馬県居住支援協議会

H24.4.12 群馬県空き家利活用等推進協議会

埼玉県 H22.3.31 埼玉県あんしん賃貸支援事業実施協定

千葉県 H13.4.23 外国人学生住居アドバイザー事業の実施に関する協定

H19.7.1
障害のある人もない人も共に暮らしやすい千葉県づくり条例に基づく地域相

談員(その他の相談員)の推薦。

H30.9.3 千葉県あんしん賃貸支援事業実施協定

東京都 H26.6.25 東京都居住支援協議会（会則に基づき構成員として事業参加）

神奈川県 H23.5.31 神奈川県あんしん賃貸支援事業実施協定

山梨県 H28.4.27 居住支援協議会の実施協定

新潟県 H25.8.26 新潟県居住支援協議会

富山県 富山県居住支援協議会

石川県 H27.12.18
石川県居住支援協議会が設立され、石川県あんしん賃貸支援事業等推進連絡

会を実施。

R1.12.3
石川県居住支援協議会連絡会に出席し、セーフティネット住宅の登録促進活

動推進に協力。

福井県 H28.3.24 福井県居住支援協議会の実施協定

長野県 H27.1.27 青木村空き家情報登録制度に基づく空き家の仲介に関する協定

H28.8.1 小谷村空き家情報登録制度に基づく空き家の媒介に関する協定

H30.4.1 佐久穂町「空き家・空き地バンク」媒介等に関する協定

岐阜県 H22.3.30 岐阜県あんしん賃貸支援事業実施協定

静岡県 H26.4.14 静岡県居住支援協議会規約

愛知県 H20.9.12 愛知県あんしん賃貸支援事業実施協定

H28.1.15 高蔵寺ニュータウン空き家バンク制度による空き家媒介等に係る協定

H29.12.19 名古屋市における空家等対策に関する協定

H30.8.1 豊橋市空家情報登録制度による空家の媒介等に係る協定

三重県 H21.12.21 三重県あんしん賃貸支援事業実施協定

本部名 締結日等 協定の名称

滋賀県 H22.3.10 滋賀県あんしん賃貸支援事業実施協定

京都府 H24.9.13 京都市居住支援協議会会則

H27.3.26 京都府居住支援協議会会則

大阪府 H19.3.1 大阪あんしん賃貸支援事業実施協定

兵庫県 H24.3.30 ひょうごあんしん賃貸住宅事業要綱

H28.7.22 神戸市居住支援協議会会則

H29.9.25 ひょうご住まいづくり協議会規約

H30.7.25 姫路市居住支援協議会会則

奈良県 H20.4.1 奈良県あんしん賃貸支援事業実施協定

和歌山県 和歌山県居住支援協議会

鳥取県 H21.8.25 鳥取県あんしん賃貸支援事業実施協定

H24.11.16 居住支援協議会の実施協定

島根県 H22.11.24 島根県あんしん賃貸支援事業実施協定

岡山県 該当なし

広島県 H20.3.31 広島県あんしん賃貸支援事業実施協定

H25.5.21 居住支援協議会の実施協定

山口県 R1.7.4 山口県居住支援協議会総務専門部会へ出席

R1.7.16 山口県居住支援協議会総会、シンポジウムへ出席

R1.12.19 山口県居住支援協議会意見交換会への参加

R2.1.16 山口県居住支援協議会意見交換会への参加

徳島県 該当なし

香川県 H17.2.8 香川県あんしん賃貸支援事業実施協定

愛媛県 H27.3.16 愛媛県居住支援協議会

高知県 R1.7.1 居住支援協議会

R1.5.29 高知県外国人生活相談センター運営協議会への参画

R1.7.23 高知県外国人生活相談センター運営協議会への参画

R1.5.6 高知県居住支援協議会地域包括ケア高齢者等の住まいの確保対策部会

福岡県 H21.3.30 福岡市居住支援協議会　設置要綱　(H29.4.1改訂)

H23.4.1 福岡市高齢者住宅相談支援事業に関する協定書

H28.3.30 北九州市高齢者・障害者住まい探しの協力店紹介制度に関する協定書

佐賀県 H25.8.28 佐賀県居住支援協議会 会則

長崎県 H25.3.26 長崎県居住支援協議会

熊本県 熊本県あんしん賃貸支援事業

大分県 H24.10.22 大分県居住支援協議会

宮崎県 H20.5.1 宮崎県あんしん賃貸支援事業実施協定

H22.8.20 宮崎市あんしん賃貸支援事業実施協定

鹿児島県 H19.11.2 鹿児島県あんしん賃貸支援事業実施協定

H24.8.8 鹿児島県居住支援協議会の実施協定

沖縄県 H25.9.5 沖縄県あんしん賃貸支援事業実施協定

計44本部　



住まい支援事業の実例 ／ 埼玉県「あんしん賃貸住まいサポート店活動促進事業」

３



不動産業界におけるコロナ禍での状況と課題

４

対面接客の忌避が進むなど、

「新しい生活様式」への転換が

求められている

不動産取引におけるテクノロジー

（不動産テック）

の導入・普及促進が急務である


